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Ⅰ C02 日本の制度的、 構造的要因が 情報化に与える 影響についての 実証分析 

0 根岸政広，渡辺千切 ( 東工大社会理工学 ) 

要約 

経済のバローバル 化、 多様化が加速した 結果、 企業は総合的経営に 優位な「範囲の 経済性」から 経営資源の選択と 集中を必要とす 

る 「ネットワークの 経済性」の追求へと 変化を余儀なくされた。 90 年代の n の発達、 普及は覚部取引コストの 低下を可能にし、 更に戦略 

的な経営資源の 集中、 コストダウンを 可能にしている。 日本の斤投資は 90 年代に更に増加しつづけているものの、 情報化が供給サイ 

ドの 効率化に与える 影響の波及速度が 減少していることが 本分析より判明した。 これは、 意思決定のスピード、 情報の共有化など 

徐 々 に進行しているものの、 雇用者のレイオフ、 組織のフラット 化や意思決定権 限委譲は行われておらず、 斤の効用を存分に 享受で 

きるシステムに 日本がいまだ 変革されていない 状況にあ るからではないか。 本研究はこうした 旧来型日本的システムについて 要素を 

分解し、 汀 化の障害にどの 程度 影苦 しているかを 分析していくものであ る。 

1. 序持 

1970 ～ 1980 年代の企業レベル、 ミクロレベルでの 情報化の進展は 、 次の段階からなるとされる ( スコット モ 一トン、 ショシャチ，ズボ 

一フ 他 ) 。 

はじめは限られた 範囲で人問系の 仕事或いはビジネスプロセスを 変化させ作業を 効率化。 基本的な仕事の 性質は変わらず。 情報 

技術をそのまま 学べば良く、 正確に機能していればほ ほ 利益を得ていた ( 作業の自動化ステージ ) 。 

その後チスクトップ 端末の昔 及 に伴い、 斤はより良い 意思決定をするための 構 報を生みたす 道具として、 また、 より顧客に接近する 

ための情報を 生み出す道具として、 急速に利用され 始めた。 その利益の対象は 作業の効率化だけではなく、 次第に作業者が 情報をど 

のように分析し、 応用するかといった 情報活用の仕方によって 利益が左右されるようになった ( 情報管理ステージ ) 。 

1990 年代に入り、 情報技術の飛躍的発展と、 庁 機器の昔 及 があ る臨界点を超えて 進んだことに 伴い、 こうした傾向がより 鮮明にな 

るとともに、 既存の枠組みを 越えた、 以下のような 状況が進行中であ る ( ビジネス変革ステージ ) 。 

IT 革命の本打                             産 棄へのイン / けト 劇的な文化 

圧 は 器 価格低下 中間を m 除した 
効率化・カスタマイズ 化   

伎 位な機能へ特化 満夫者は一昔 使 れた商品、 サ ーヒ スに容易に辿り 
描けるので、 一番の企案が 一人勝ちするシステム。 

図 1. 90 年代情報革命の 構図 は クロレベル ) 
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これまでの情報技術の 発展、 普及による情報化投資の 増加は大きな 生産波及効果をもち、 経済の需要サイドを 刺激してきた。 また   

投資先の供給サイドの 生産性向上に 影饗を与え，情報技術が 関わる領域の 経済活動を変革してきた。 ところが今日必要とされる 変革 

は、 その大部分が 実は斤以外の 領域なのであ る。 つまり、 先進的なコミュニケーション 形態が既存の 社会システムを 変革し、 ビジネス 

の本質或いは 産業全体の構造までも 再定義され始めているのであ る。 

2. 日米の前報技術の 寺人効果 

企業は限られた 投下資本のなかで、 利潤最大化するために 資源の最適配分を 行っている。 情報化投資も 類にもれず、 激化する競 

争条件下、 情報システムを 戦略的に導入することが 求められているが、 情報化によるうまみを 十分享受するためには、 前述したとおり   

企業組織、 事業形態の抜本的な 変革 (Business PrCocess Reengineeriling 、 BPR) や人的資源の 育成などが必要となっている。 米国では 

90 年代不況から 脱出する際、 雇用・社会システムの 構造変化を成功させ、 組織のフラット 化や雇用者のスリム 化、 労働者の教育など 

の スイッチコストを 低くすることが 可能であ ったため、 情報技術を使った 日 PR に成功し、 斤 効果を存分に 活かした、 生産性の高いシステ 

ムの構築に成功している。 それに対し日本は 第二次大戦後から l980 年代までの、 系列に代表される 企業集団内での 長期取引慣行   

終身雇用システムに 代表される l 日来型システムが 、 斤を最大限に 利用するための 場抜本的変革を 妨げているという 指摘があ る ( 大 

木 ，西川 l998])0 

ただ情報化投資を 行えば利益が 得られる時代は 終わった。 本分析は、 日本の情報化投資が、 その投入 且に 見合った成果をあ げて 

いるかについて、 情報化による 効果が蓄積されていく、 経済の供給サイドに 焦点を当てて 実証分析を試みた。 具体的には、 ㈹情報 技 

術の他の生産要素との 関係、 影響力の大きさを 測るために、 労働、 一般資本との 間の代替弾性値を 求めた、 (2) 情報技術が生産性向 

上に与える 影 饗の変化を測るために、 生産性を表すアウトプット 指標であ る、 コスト削減率との 弾性値を求めた。 分析にはトランスロヴ 

コスト関数を 使いた。 

3. 分析の特 故 

3. 1 チークの構築 

本分析の特徴は ，情報化指 * 票 Ⅰを技術として 捉えたところであ る。 既存研究ではⅠを 資本 K の一部として 扱っているものが 多い 

が、 Ⅰは K の一部であ りながら、 技術丁としての 性格が強い。 指標の構築にあ たり、 情報化費用のうち 資本分をストック ィヒ すること 

で情報資本の 蓄積を考慮することを 可能とした。 労働費用 ( フロ一 ) 、 資本費用 ( ストック ) それぞれに弾性情 ( コスト 比 ) を乗数としてか 

け合成した。 

表 1. 情報処理費用の 内訳 

情報処理費用 (QCn) 

労働費用 (GhCn) 資本費用 (GIC ㎝ ) 

内部人件費，覚部要因人件 

穏 、 教育・訓練等費用、 その 

他、 サービス 料 

ハードウェア 関連費用 ( 減価 償 ソフトウエア 関連費用 ( 使 サービス関連 費 ( テ 通信関連 費 

却費 ( 賈耽 ) 、 レン 勺レ料 、 リ 一 円料、 購入 黄 、 作成委託 一タ作成 黄 、 オンラ ( 回線使用料、 ネットワ 

ス料 、 導入講 掛 、 保守 料 費 ) インサービス 料 )  一ク加入 * ヰ ) 

出所我が国情報処理の 現状 ( 通商産業省 綿 ) 
      
  

Ⅰ主カ ， Ⅰ 1". Ⅰ K タ は二 G Ⅰ ， C  /GJC     
  

/3-GIKCIGIC@ I@GI.C 
  

7K 二 G Ⅰ CCn+(1 一戸 ) Ⅰ K-.  70 Ⅰ G Ⅰ CC れ /(p+g) 
    

p : 償却率 9 : 初期の平均変化率   
図 2. 日本の情報化指数 ( 製造業全体、 @97 Ⅵ 998) 

3. 2 分析手法 

企業は競争条件下、 限られた範囲の 中で、 利潤を最大化する 最適行動をとるとする。 この条件より 一次同次性を 導くことができ、 各 

種生産要素の 価格、 あ るいは生産物の 産出 且が 外生的に決定されるとコスト 最小化操作によってコスト 関数が唯一に 決定される。 二 

つの方法でⅠの 偏 代替弾性 値 、 コスト弾性値を 推計した。 
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[1l 代替弾性 値 分析 C 幸 C Ⅰ Y.p,) @ Ⅰ LK,M, ぢ， /       Ⅰを他生産要求とともに 扱 う 

コスト M 数 

㎞ ( 二も +0, Ⅵ y+ ア f. ㎞ p.+; 三三 p 。 ㎞ p. ㎞ p,+ZA 。 ㎞ト田Ⅰ   

コスト / エア 

          lnp. る 引 nC 二 0 ・十干 月 Ⅰ @n ク，十タ， ， lnY 

制約条件 Z". 。 @  Z  p" 。 Z  p 。 ， Z@?.. 。 0  p 。 =p,,  l チノ     
席代替弾性 値                                     

  
  

[2] コスト弾性個分析 C 吉 C{y,p.,n)  l 亡 ん K   材ぢ ・・・ / を 独立の項として 分析する 

" スト関数 l"c 二 。 0 ・ 0, ㎞ y. 臼 l 。 / 。 Z0 ，㎞ p   
  

+@-' ・ ZZA ， i"@/; 、 i"@p:@+@Z/? ，， '"@> ， i"@/ ，， +@ZA ， '"@/in@/ ，， +@@ Ⅱ   n@ Ⅹ   n@/ 

コストシェア m, 二器 青二缶十干 タ 。 ㎞ p,+ タ " ㎞ ツナ几   ㎞ / 

利 *g 条 H 牛 ニ ".=l  Dp 。 ， Ep 。 。 死 p",Ep 。 。 o  p 。 =p,,  J ￥ ノ     
る ln Ⅰ ぅ ⅠⅠⅠ，十三 タ ，， l Ⅱ p, 十タ，， l Ⅱ Y 

。 ． """'" 

製造業全体 (l973-l998) Ⅵ前 60%0 ㏄ 1@08 億八田 )+0530E.0%0oP 卸 R め 4.0029 ね Ⅰ 血 ),O 勾 E-0 Ⅰ kbo< 憶 R め 

(208 包 (1820) 任 6% (1640) 1.@n7 Ⅰ 11 

  O Ⅰ e5E-03t Ⅰ ( マ ) 

      1.07%1 " Ⅰ。 "' 。 。 。 。 "4 "" 。 1""" 。 。 " 。 ' ㏄ 
  

  Mk=@0@246t@0@BSolog@CFUPml+0@082101oPltfPn@)@ 0@0331ot(PUPm>-0@01llo@CP@ff@@) 

  (S れ ) 11 ㏄ 1 (1313)                       
  +0609 Ⅰ・ 0 ㎝ 0 Ⅰ け 1 

(061) " 柚 。 " ロ " 。 "' 令 " 血 '"w" 寅 " 。 。 何。 

                                          Ⅰ                                           
  MI=@0@3<8 ・ > ・ 0@0291otCProm)@ 0@0301o@(Plt/Pm)+@0@09310g(PBPm)@Q0@2271o@(tVPm) 

          (1640) 1-8191) (542) 1.1 861 

Ⅱ 2     +0B23E0310c ㈱   (1 ⅠⅠ 1 R@squared-0361@ Durbm@Watson@-@1711 

Ⅱ 7 
M ト 00360022 ㎏ 9 ㏄ⅥⅡ田 + 00I Ⅱ k08%k@pm) 0226E0%W ㎝ Vpm 田 

-22 1.1946) (.17 Ⅰ 11 (,4iill 11 86) 

    干 " 。 'L""" 。 'K     

図 3. 日本の製造業の 偏代替弾性 値 

  
  

  

電気機械 (1973-l998)   
  

    
  
    

  

  

+00'1lo'tIWprBl-0"8""03bo'(vl 

(183% (.1. ア @1 " 可 。 " Ⅰ。 0.932                               

M=0.534+0@064108ttVPm)-0@03810g(FlrfPm)+0@oniog(FUPln)-0@718B-02@totttWPm) 
(4.31)@ (8.49) l.B. Ⅰ sa (266) (.58S 

  0024l0t ㈱ 
( づく 巾 " Ⅰ """ 。 " 。 ． "' 。 "" 。 1""" 。 """1." 。 

加 Ⅰ 0"8 か 0038107 ㎝ n@Rn)+009%oop 憶 R め り 02Slog 皿 R め "0603E. ㏄ @oe 卸 R め 

(4.461 1- 乙 301 (12.21) (.3.80@ 臼 こり 曲 

  0. 宕 ㎝ b ちば 1 
(-371) "" 。 """ 。 "9" "" 。 ・ """ ㎞。 。 。 " 

Ⅰ   や 申 幹 ザ ヘ 中 焦 

    

  ， 。 /--・     

    
一 。 'L キー。 'K   一 " 一 " 一 " 一 

皿 。 0701+00'7 № 沖任 ㎞Ⅱ Q が 10 曲 4 目・ 0079l 。 g 皿 Pm 田印 B42p ㏄ @ 。 9 ㎞ ) 
(571) ほ ea (.380@ (935) Ⅰ 39 旬 

+00l Ⅱ 0 Ⅰ は ) 
  K-squared@=@0@890@ Durbin ・ Wntson@@@0@859 

接卜 " 。 "'" 。 " 眈 ㏄ ' 。 。 ロ ' 店 '" 。 。 ㏄ "" 。 " 。 ， Ⅳ 肘 。 。 。 '" ㏄ ' 。 ，ロ ， 鮒 
(.590 1.58 の (532) 1-396) 

+08BlE-0210 ヰ簾 pnil.05041E つ抽 0 Ⅰ㈹ 

(1385 (5 の ) it-squared  ==  0  933                             

図 4. 日本の臣 気 機械部門の偏代替弾性 値 
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図 3 、 図 4 はそれぞれ、 日本の型近業全体の 偏代替弾性値の 変化を表している。 図中の中の記号 ム ， K,M,E はそれぞれ生産 要 

素 であ る労働、 資本、 原材料、 エネルギーを 、 Ⅰは情報化 拒 楳を示し、 例えば 色 伍は労働 と構報 技術の偏代替弾性値を 表している。 

A Ⅱ een の席代替弾性値の 定義にしたが ぅと 、 製造業全体， 屯気 機械部門 て 、 労働と情報技術は 代替関係、 資本と 枯報 技術は補完関係、 

情報技術は自身と 代替関係から 補完関係に移行しっ っ あ ることがわかる。 ここで注目したいのは、 (l) それぞれの関係はほぼ 一百して 

弱くなっている、 (2) 労働 と 佑輔技術との 代替が 90 年代前半停滞している、 W3 憤本 と情報技術との 補完が l992 から 1995 まで増えてい 

ることであ る。     

製造業全体 (l97 ㌻ l998)   ィヒ学 (l973 一 l998)   
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図 5. 製造業全体の 斤のコスト弾性 値 図 6. 化学部門の汗のコスト 弾性 値 

SI 吉 ・ 1. Ⅱ 千 0.886E.O2lo 色 R.0 ・㏄ 7l0 目 Ⅸ +0.03%0gRn+0 ・ 892E.O 卸 09%+0 ・㏄ 穏 ogY SI 幸 -0.706-0.030 № gR,o.025lo 臼 R Ⅰ +0 ・ 045lo Ⅰ Rn+o.010lo9 氏 +0 ・ 06logY 

(-4.1 日 (.1.08) (.5.12) 0.343@ (3.45) (-1.19)@ (3.03) (.2. ㏄ ) (1.72) (1.08) 

図 5, 図 6 はそれぞれ、 日本の製造業全体、 化学部門の情報技術のコスト 弾性値を示している。 コスト弾性値の 値は情報技術指標 

が 1% 増加したときにコストは 何 % 減少するかを 示している。 この結果から、 (1 風道美全体、 化学部門ともに 情報技術が増加すると コ 

ストダウンがおこる、 (2W 脩報 技術がコストダウンに 与える 影 菩は年々減少している、 (3) 構殺技術資本ストック 自体は、 代替関係から 補 

完関係に移行しつつあ る ( 分析結果は紙面の 都合で割愛 ) 、 という結果が 得られた。 

5. 考察 

情報化指数の 計Ⅰ化・代替弾性個分析，コスト 弾性情分析の 結果から、 ① Q0 年代、 色気機械部門では 代替、 補完関係が多少 強ま 

った 時期もあ ったが、 製造業全体ては 情報化の進行度合いが 増しているにもかかわらず、 情報技術と労働との 代替関係、 資本との補 

完関係が徐々に 弱くなっている、 ②情報技術がコストダウンに 与える影響、 効果は年々減少している、 ことが判明した。 

本分析結果から、 ① 、 ②の理由について、 特定する材料は 得ることはできない。 ただ，現在，情報化投資は 更に伸び続けており、 情 

報化の進行はさらにその 流れを促進するとしち、 自己補完の本分析結果から 考えた場合、 情報化が経済に 溶け込む余地が 着実に減 

少しているとは 考えられない。 やはり，日本では、 権 限や職位など 企業の基本ストラクチャ 一に対してはあ まり手が加えられておらず ， 

既存の組織体系に 根本的な変革のメスを 入れるのではなく、 既存のやり方を 新しい情報機器で 効率化する方法しか 取られていない、 

という既存研究が 有力と思われる。 今後はこの、 Ins 旧 ttutiona@ System の問題について 企業レベルで 分解し、 実証研究をおこなっていく 

予定であ る。 
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